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日本電気の関本忠弘社長は，情報化社会のインフラストラクチャーともい
える「コンビュークと通信の融合」を示す「C&C」の「舞台装置はほぼ完成
した。 シナリオも面白い。 しかるに役者はまだ大根役者の域を出ない。」
「C&C」を「何に使うか，どういう情報を送ればよいかという問題はまだよ
＜克服されていない。」「我々は，名優の“芸”ともいえる，よきアプリケー
(1) 
ションを提供することが肝要なのではあるまいか。」と言われる。
われわれとしては勿論このうちのシナリオ，役者の芸に関心をもつもので
あるが，技術的専門分野である舞台装置をも知らなければ，よいシナリオ，
(1) 関本忠弘稿「私と NEXT」(NEXT1984年創刊0号，講談社） p.16
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スクッフの役割，芸，観客の反応等を検討することができない。それ故，直
接の専門分野としての研究としてではなくとも，ある程度の必要な理解を得
るために，手元の文献，資料を利用して若千の整理を試みようとしたのが，
この「研究ノート」である。勿論， 土俵としては広く「経営学」の観点か
ら，さらに狭くは「MISおよぴ OA」との関連から「ニュメディア」の中
でも「デーク通信」としての「INS,VAN, LAN」を中心に， それぞれの
関係を常に留意しつつ取捨選択することにボイントを置くつもりである。
さらに後半には， 「舞台装置」以外の諸問題を検討する前提，それへの橋
渡し的役割として，通産大臣の諮問機関である産業構造審議会情報産業部会
（部会長 稲葉秀三産業研究所理事長）の中間答申 (1983年12月）を紹介を
かねて取り扱ってみる予定である。
Il 「情報処理」と「通信」の結合
(、1) OA論特有の領域
前稿「『OA』の経営学的考察」において， 「OAのシーズとニーズ」の関
係で，従来の MISを補充するものとしての OA（図1)として，パーソナ
ル・コンピューク，マイクロ・コンピューク， ワードプロセッサ，複写機等
意思決定支援システム
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の発達による，身近な事務処理能力の改善，・日常性，大衆性，普遍性をもっ
た使い易さ，オフィス業務に意外と多い非構造的，非定型的で，少量かつ単
発の複雑な非数値デーク．（特に文章）で，いままでコンピュークに吸収され
た構造的で大量かつ反復的な数値デーク以外のものとして取り残されていた
ものの間隙を埋めるものとしての特色，役割を強調するとともに，さらに従
来の MIS論では取り上げられ・なかった OA論特有の領域（図の斜線の部
分）として，オフィス労働の特性，人間性に関する問題，効率性と人間性の
(2) 
同時的実現の問題があることも指摘するのみであったが示しておいた。
(.2) 「情報処理」と「通信」の結合
この OA論特有の領域に対して，東洋大学の涌田宏昭教授から， OA学
会第7回全国大会（昭和58年，於大阪工業大学）における発表の際に指摘さ
れた意見として，そこに「組織間情報処理および通信の問題」が存在するの
ではないかという発言があった。上記論文においても， 「光通信と INS」の
項で，「情報処理と通信（コンピュークとコミュニケーション， C&C)の物
理的設計による遠隔のオフィス機能空間の数多くの結合をより的確にし，拡
大された統合的空間を出硯させ，それによって性能の増大を計れる強力なパ
(3) 
ワーのある状況の出硯に向かっての研究も必要である。」と述べてあるが，
その後急速にこの問題の技術的展開に関する論文，著書が多数発刊され，ぃ
まや， INS,VAN, LAN, CATV, CAPTAIN等の名前が経済誌以外の日
刊新聞等にもたびたぴ掲載されるようになってきた。
このような状況から「情報処理」と「通信」の結合（「デーク通信」）の問
題を取り上げる必要を強く感ずる。ただしこれを「経営学的に考察」する場
合，結論的には OA論特有の領域を補足するものではなく， MIS論を充足
させるもの，図1で示される MISそのものの輪を拡大するものと考えてい
る。この点あくまで広議の OA論ではなく，狭義の OA論を主張する立場
に変わりはないことを強調しておきたい。
(2) 拙稿「「OA」の経営学的考察」（商学論集第28巻第4号）
(3) 拙稿同上論文
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(8) 結合の第一段階
企業がコンピュークを導入する場合，普通はバッチ処理からはじまって，
さらにシステム化をはかり， 最初は組織内の対象領域をつぎつぎと拡大す
る。島田達己教授は「水平的拡大」と「垂直的拡大」として説明されてい
(4) 
る。前者は「まず製造指図・製造工程・出荷にかかわる製造・出荷の実施シ
ステムに始まって，つぎにはその前工程である受注処理・見積・引合工程に
さかのぼったり，あるいは後工程である請求・代金回収・売掛金把握の工程
に及ぶ」ものであり， このシステム化が一段落すると， つぎに後者である
「マネジメント・システムである製造・出荷の計画・評価，受注の計画・評
価，そして販売回収の計画・評価へと拡大する。つづいて，生産・販売の総
合計画・評価のシステムヘと」拡大する。このことは「物理的空間の側面か
ら」みると，「本社に始まって， 各支店．．営業所や工場へ， 一つの工場から
他の工場へと拡大する」ことになるが， ここに「情報処理」と「通倍」の
「結合の第一形態」が見られる。この場合，バッチ処理でも不可能ではない
が，オンライン処理となるのが，時間的，空間的条件を考えた場合，当然の
形態である。 そしてオンラインの場合， 専用回線（法制上は特定通信回線
一交換機を経由しないで専用回線を利用するもの）を利用することにな
る。（その他に交換機を経由する公衆通信回線がある。）
(4) 第二段階以降への発展の必要性
「しかし，情報のシステム化の必要性は組織内にとどまるものではない。
組織内のシステム化が一巡すると，つぎは組織と組織の間のシステム化，さ
らに社会一般の情報化の進展に伴って，国際間におけるシステム化の必要性
(5) 
が生じてくる。」と島田教授も述べられる。
さらに広田憲一郎氏（未来工学研究所）は，デーク通信システムの最近の
(6) 
動向として次の 4点を特徴としてあげられる。
(4) 島田達己著「日本的 OAの構造と展開」（昭58.白桃書房） p.121
(5) 島田達己著同上
(6) 広田憲一郎稿「デーク通信の動向と課題」（「事務と経営」 1983.9, Vol.35, 
No. 438) p. 11 
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a 接続範囲の拡大
b OAネットワークの台頭
C 他のメディアとの複合化
d 生活空間，移動空間への拡大
この節に関する問題は後で取り上げる。
(5) なぜ「通信」は制約を受けてきたか
ところが異った組織間の「情報処理」と「通信」の結合（データ通信）
は，わが国の場合ながく制限されてきた。北澤博氏（三菱総合研究所）は，
その理由として，日本の電信電話は， 「国防上の問題が中心となって発展し
てきたという歴史」（西南戦争， 日清戦争のときが最初）を持っていること
から考えられるように， 「コミュニケーションは社会を形成する最も基本的
な要素であるとともに，支配者のための支配システム」として，国家の独占
であるとともに国の主権が必ず絡むものであるという考えがながく根底にあ
(7) 
った。とされる。
後記する情報産業部会の中間答申の中で，従来，公衆電気通信業務が独占
(8) 
とされてきた理由として次の 3点をあげている。
① 公共性
国民生活に不可欠なサーピスであり，収益性の高い地域，非採算地域にか
かわらず， 合理的な料金であまねく， かつ公平に提供されるべきであるの
で，事業者に対してサービス提供業務を課す一方独占を認めることが必要と
なった。
⑨ 自然独占要素
莫大な設備投資が必要であり，規模の利益が大きい一方，需要の弾力性に
乏しく，必然的に独占が形成される性格をもっている。国民経済的な効率性
の見地から 2重投資の弊害を避ける必要があった。
(7) 北澤博稿「なぜ＂通信”は制約を受けてきたか」 (IBMUSERS 1983-10) pp. 
6~7 
(8) 「日経コンピュー ク」 (1984.3-5)p.172 
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⑧ 技術的統一性
技術的に全国的に統一的に提供され，一元的な管理運営が必要であった。
「有線電話通信法」と「電波法」という法律で設備を厳しく規制し， 「公
衆電気通信法」で設備の使い方を規制し，電電公社と国際電電株式会社が日
本の電気通信を独占する形態をとってきた。郵便も同様である。
このような状態のもとで同一企業組織内の本社・支店・工場間等のオンラ
イン処理を必要とする場合でも，前記のごとく特定通信回線（専用回線）を
電電公社から借りて行なう以外にはなく，異った他の企業組織間の場合は，
主として磁気テープを媒体として企業間情報処理が実施されていた。
(6) 「データ通信」の芽生え
それでもコンピュータと通信が結合した利用形態は，昭和30年代から一部
に出現している。遠隔地の端末入出力装置と中央処理装置（コンピュータ）
とが通信回路で直結されており，入カデータが直接伝送され，あらかじめ記
憶されたプログラムにしたがって即刻処理され，その結果をまた直ちに必要
な場所に直送されるシステムである。
このようなシステムを最初に開発したのは，アメリカ国防総省の半自動防
空システム (SAGE:Semi-Automatic Ground Environment)で1958年
（昭和33年）のことである。これはアメリカ合衆国および北アメリカ大陸の
空中およぴ地上の完全な現状を把握し，近代的防空兵器を迅速，正確にコン
トロールし，正しいフィルターを通した空中および兵器の状況を，航空機の
指揮関係者に提示するように設計されたシステムであり，管制センクーのコ
ンビュータと遠隔地にある対空レーダー網等とを通信回線で結んでいる。
さらに民間企業における事例としては，この SAGEをモデルとしたアメ
リカン・エアラインズ社の SABER(Semi-Automatic Business Environ-
ment Research)システムが有名である。座席予約システムを基礎として，
日常運航，整備保全，乗務員管理等の毎日の運航に関するオペレーショナル
な情報管理，および将来の乗客数や貨物輸送量の予測，機種選択，関連設備
計画，資金計画等をふくむ長期戦略モデルに関する情報を提供するシステム
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を開発してきている。
わが国の場合は，たとえば1960年（昭和35年）から国鉄の座席予約システ
ム（「みどりの窓口」は昭和43年スタート）， 1964年（昭和39年）から日本航
空と全日空の座席予約システムが開始され， 1964年（昭和39年） 10月10日の
東京オリンピックで，散在する32競技場で発生した 4,000試合のデータを中
央で一括処理し， オリンピック運営を助けた IBMOlympic Teleproces-
sing Systemが， 終了後都内の銀行にそのまま 1965年（昭和40年）に導入
され，オンライン・バンキング・システムとしてはじめて稼動することとな
(9) 
った。
また電電公社の情報処理サービスの提供による組織間情報システムも一部
実施された。たとえば， 1968年（昭和43年）に地方銀行協会の為替取引オン
ラインが開始され，その後1973年（昭和48年）には都市銀行を加え，全国銀
行為替オンライン・システムに発展している。
そして電電公社ではさらに1970年（昭和45年）から科学技術計算サービス
(10) 
(DEMOS)や販売在庫管理サービス (DRESS)を提供している。
「しかし，これらの例は数少ない上に，ごく一部を除いて組織内情報シス
テムを中心としていた。一般企業におけるオンラインによる組織間情報シス
テムは，通信回線利用規制などの理由によりほとんど存在しなかったのであ
る(IO1]
(7) 第一次通信回線の開放
しかしコンピュータの利用技術の発展と需要の進展につれて，通信回線に
コンビュークをつなぐことを法律上でも認可してもらわなければ困るという
傾向が強まり，そのための運動が熱心に進められ， 1971年（昭和46年）にな
(9) 拙著「経営管理とコンピュータ」（昭46.中央経済社） pp.190~191
郵政省・データ通信課「通信新時代⑪デーク通信の誕生」（日経59.5.29)
日本経済新聞（昭40.5.20)
(10) 島田達己著前掲著書 p.128
(11) 島田達己著同上
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って，「公衆電気通信法の一部を改正する法律」が成立し， 初めて「デーク
通信」という言葉が使用された。いわゆる，第一次通信回線の開放と呼ばれ
(12) 
るものであり，特定通信回線と公衆通信回線サービスの一部開放である。
その概要について島田達己教授がまとめられだものを以下に引用して示し
(13) 
ておく。
「① 共同使用
2人以上の者が共同して電電公社より特定通信回線を借り受けて共同で使用す
る「共同使用」は，一定の業務上の関係がある場合のみ可能であり，それ以外は
個別認可を必要とした。また，使用態様においても制限があり，コンピュークの
交換機的利用であるメッセージ交換は禁止されるとともに，入力と出力が同一の
端末の場合，一つのコンピュークと一つの端末との間で通信が終姶する，いわゆ
る「行って帰って来い」形態が認められた。
一定の業務上の関係とは，つぎの8つの関係である。
•国の機関または地方公共団体
•共同して同一の業務を行う 2 人以上の者
•災害対策基本法に規定する防災用のシステム
•消防法に規定する救急業務用のシステム
•継続的な取引関係のある製造業者相互間，製造業者およぴ卸売業者相互間の
生産・在庫または卸売業者および小売業者相互間の販売管理システム
•銀行などの預貯金の受払システム
•鉄道・航空券などの座席予約システム
⑨ 他人使用
電電公社から特定通信回線を借り受けた者がこれらを他人に使用させる「他人
使用」は，「行って帰って来い」形態のみ認められて， メッセージ交換は禁止さ
(12) 北澤博稿「＂デーク通信”の開始と‘‘ネットワーク”概念の確立」 (IBM
USE~ 1983-11) p.16 
青木宏之稿「情報ネットワーク今後の展望」．（IBMUSERS 1983-2) pp. 6~7 
島田達己著同上
郵政省・デーク通信課前掲論文
(13) 島田達己著同上 pp.128~129
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れていた。もちろん，使用者相互のコンピューク接続はできなかった。
⑧ 相互接続
特定通信回線と公衆通信回線をコンピュータを介して相互に接続する「相互接
続」は，個別認可を必要とした。そして，公衆通信回線•特定通信回線・公衆通
信回線を組み合わせるプリッジ接続は一切禁止されていた。」
(8) 第二次通信回線の開放ー一「ネットワーク」への移行
前節の第一次開放以降，技循の進展，経済の変化が著しく，一日も早く新
しい技術レベルで考えられるニーズを満足させられるようなさらに新たな開
放の要望が強く，それに応じるかたちで1982年（昭和57年）， 第二次の通信
(14) 
回線開放が行われた。
この「第二次デーク通信自由化のボイントは，まず従来，コンピュークを
単休ごとにとらえ，その利用方法などを決めていたのに対し，今回はデーク
(15) 
通信をシステム全体としてとらえることが前提となっている。」
第二次通信国線開放の概要についても島田達巳教授のまとめられた表を参
(16) 
照にする（表ー1)。
「第二次通信回線開放の骨子は，デーク処理のための通信回線利用を原則
的に自由化したこと，中小企業のための民間業者による通信サービスを可能
(17) 
にする制度を設けたことである。」前者に関しては， 他人間の通信の媒介を
行なうものでないことという条件のもとコンピューク・ネットワークという
考えのもとで， ネットワークのどこかーか所で必ず情報処理が行なわれれ
ば，ほかのコンピュークは単なるメッセージ・スイッチングを行なってもよ
いこと，「公ー特ー公接続」も形式的にそうなっていても実質的にそうした
通信がなければ構わないというように緩和されたこと等自由化が強化され
(14) 島田達己著前掲著書 p.137
北澤博稿前掲論文 p.16
(15) 郵政省・デーク通信課「通信新時代⑬自由化」（日経59.5.30)
(16) 島田達己著前掲著書 pp.137~138
(17) 島田達己著同上
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表1 第二次通信回線開放の概要
区分項目［規制項目 l 改正内容
製造業者と販売業者間等8つの関係に限り認め
範 囲 ていた制限列挙方式を廃止し，業務上必要な者
の間であればすべて自由に回線利用ができるよ
うに改める。
メッセージ交換が禁止されていたが，中途コン
ピュータでのメッセージ交換やデータ処理を伴
使 用 態 様 う端末間通信等データ処理のためであれば自由共同使用 な回線利用ができるように改める。更に業務上
緊密な関係を有する者の間においては，電信電
話的利用をも可能とする。
個別認可制 上記の結果，個別認可制は不要となるので廃止
する。
公衆通信回線使用契 制限を廃止する。これに伴い，公衆通信回線使
約にかかわる共同使 用契約に準用される通話等の停止等に関する規
用 定を改正する。
原則として「行って帰って来い」だけしか認め
られていなかったものを，中途コンピュータで
のメッセージ交換やデーク処理を伴う端末間通
使 用 態 様
信 デーク処理のためであれば自由な回線利用
ができるように改める。
---------------------------・・・-・----------
他人使用 主として，中小企業者のために，基本的公衆電
気通信以外について一定の条件の下に他人の通
信の媒介を行うことを暫定的に認める。
コンピュータとコンピュータとの接続が認めら
コンピュータ間接続 れていなかったものを，一定の条件の下に認め，
コンビュータ相互の結合により多種多様なデー
タ通信ができるようにする。
個別認可制 個別認可でしか認められていなかったデータ処
理のための公ー特の接続を自由とする。
相互接続 公ー特ー公の接続 従来認められていなかったものを個別認可の下
に可能とする。
私義設の線回線の接の続接続，異名 I従来認められていなかったものを可能とする。
構内交換設備(PB~)
その他等とコンヒュータと 同 上
の接続
回線契約手続I I 1まん雑な回線契約手続をできる限り簡素化する。
MIS, OAとニューメディア(I)（中辻） （537)99 
た。たとえば銀行と製造業というような異なる者相互の接続，情報処理業者
（計算センター）の所有するコンピュータと，その顧客のコンピュークを接
続することも，他人の通信の媒介を行なわないという基準さえ満足すれば，
可能となった。
後者は，いわゆる VAN(Value Added Network:付加価値通信網）と
＊ 
呼ばれるもので，中小企業を主とした企業グループのための通信サービスで
(18) 
あるという条件付で認められた。 VANについては後で取り上げる。
(19) 
(9) データ通信の普及
データ通信システムを導入する場合，①自らコンピュータを設置し，自営
のデーク通信システム（自営システム）を構築する。③データ通信サービス
提供を専門的にする企業（デーク通信業者）のサービスを受ける，二つの方
法がある。
さらに①の方法には，（a）回線も自らが設置する場合と，（b）電電公社または
国際電電の回線を利用する場合にわけられる。 (a)の例は少なく，国鉄の「み
どりの窓口」システムや電力会社の自動給配電システムがこれにあたる。 (b)
が最も典型的なもので， 57年度末で約8,000システムに達している。
次に③の方法については，（C）電電公社または国際電電のデーク通信サービ
スを利用する場合と，（d）民間のデーク通信事業者のサービスを利用する場合
に分けられる。 (c)は前記の電電公社の公衆データ通信サービス (DEMOS,
DRESS)や硯金自動預け払いシステム， 救急医療情報システムなどの各種
システムが合わせて83システムが稼動している。
46年と57年の自動化は，（b）と(d)に関するものである。わが国のデータ通信
＊ 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）の定義による。
(18) 花岡 菖著「VAN」（昭， 59, 日刊工業新聞社） pp.27~28
島田達己著前掲著書 p.138
北澤博稿前掲論文 pp.16~17
青木宏之稿前掲論文 pp.7~9 
(19) 郵政省・データ通信課「通信新時代⑭データ通信の普及」（日経59.6.2)
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利用の導入は，まず金融業務を対象としたものから始まり，生産・販売・在
庫管理を対象としたものに拡大されつつある。そして一企業という点から企
業間を結ぴ付けるシステム化，いわば点と点とを結ぶ線として利用，さらに
ダイナミックな面としての利用に発展しつつある。
皿 ISDN(Integrated Services Digital Network) 
(1) ISDNの必要性
ISDN（ディジクル総合サービス網）は音声，画像，映像のすべての情報
をディジクル化して統一的に伝送， 交換する通信ネットワークのことであ
り，電話網をはじめとして既存のアナログ型電気通信網にかわる新しい発展
形態として考えられているもので，わが国においては，電電公社が高度情報
(20) 
通信システム (INS: Information Network System)として進めている。
従来のアナログ通信には次のような制約がある。
第一に伝送速度に限界がある。音声のみと遮ってデーク通信，ファクシミ
リ通信になると広い伝送帯城幅が必要になる。
第二に接続時間が長くかかる。データ通信など「機械」対「機械」の通信
の場合，転送時間は非常に短くすることができるが，接続時間が長すぎると
無駄である。
第三に伝送品質の問題で， アナログ伝送路で長距離伝送すると雑音が増
え，品質が落ちる。これに交換機が動く時に発生するパルス性の雑音も加わ
る恐れもある。
この他，アナログ伝送器でディジクル信号を送るためには，送信側，受信
(21) 
側に変復調装置（モデム）を必要とする。
アナログ通信網には以上のような限界があるため，電電公社はデーク通信
やファクシミリ通信に適した公衆電気通信網として，電話網とは別に1979年
（昭和54年） にディジクル・データ交換網 (DDX: Dendenkosh-a Digital 
(20) 日経コンピュー ク (1984.2.20)p.194 
(21) 日刊工業新聞特別取材班著 f1NS」（昭．58．日刊工業新聞社） pp.13~14
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Data Excha1J,ge)のサービスを開始した。これは PCM（パルス符号変調）
の原理に基づくディジタル交換方式と呼ばれるもので， 1980年（昭和55年）
(22) 
7月からさらに効率のよいパケット交換方式（図2) 〔情報を一定の単位に
区切り区切った情報を小包（パケット）のような番号をつけ，空きルートを
使って有効に伝送する方式］を実用化した。 ファクシミリ通信網を 1981年
(23) 
（昭和56年） 9月から東京ー大阪間でスクートさせた。
この結果，電電公社の通信網には電話網以外にテレックス網， DDX網等
サービス内容ごとの別々の専用のネットワークをいくつももつという状態に
なった。情報の中味が遮うため，構成する技術が異なるため，サービス内容
に応じたネットワークをつくる方が，経済的で，しかも保守・運用しやすか
(24) 
ったためである。
ところがエレクトロニックス技術が発達し， LSIを利用したディジタル回
線技術，ソフトウェア技術の急速な普及によって多種類の情報を同一の形
態，すなわちディジタル信号に変換して取り扱えるようになってきた。また
光ファイバー技術の実用化により，高度な通信サービスのために必要な広帯
域の加入者線，中継線も経済的に実現できるようになってきた。
さらに最近では交換，処理などの通信網の基本機能についても，ディジタ
ル技術を使って実現する方法がより経済的という見通しにもなってきた。こ
の結果，いろいろな情報を伝達する場合は，交換機や伝送路を「共用」しよ
うという思想が生まれてきた。つまり，最新の技術進歩をふんだんにとり入
れ，これまで独立していたそれぞれの通信網をディジタル化し，設備を共用
(22) 青井浩也著前掲著書 p.50
(23) 前掲口NS」pp.14~15
花岡菖著前掲著書 pp.41~45
北澤博稿 fVAN,あるいは“情報通信事業”への展開の可能性」 (IBM
USERS 1984. 1) p. 10 
青井浩也著前掲著書 pp.46~52
(24) 前掲「INS」p.15
MIS, OAとニュー メディア（I)（中辻）
(25) 
して統合しようというのが， INSの基本構想である。
(541)103 
コンピュークはディジクル技術が支配する世界であり，・従来の電話網はア
ナログ技術が支配する世界であり，この異った世界を結合するために専門の
ディジクル網の構築が待望されるのは当然である。
電電公社もそのため電話網と別建てで DDXを実施したが，あくまで巨大
なアナログ電話網を補完する網にすぎない。 INSは根本から遮う。 コンピ
ュークを支配しているディジクル技術が電話網を含め，電気通信網全体をお
おうのが21世紀の電気涌信網とされる INSである。 ディジクル技術のかた
まりであるコンピュークにとって，きわめて活躍しやすい電気通信社会が到
(26) 
来することになる。
(2) INSの4つの特徴
INSは情報化社会に対応して「より安く」，「より便利で」，「より豊富な」
(27) 
電気通信サービスの提供を目的としているが，その特徴は次の4点に集約で
きる。
「① 電話，電報，加入電信，ファクシミリ，デーク，映像，移動体通信
など利用者が望むサービスを，ひとつの通信網により経済的に提供できる。
③ 端末接続装置を通じて，種類の遮う端末機を通信網に接続して，複合
的な利用ができる。
⑧ 通信網は伝達機能のほか，豊富な通信処理機能をもっているので，異
機種間通信， あるいは異サービス間通信（たとえば加入電話⇔ファクシミ
リ，コンピューク⇔ファクシミリ）なども可能になる。
(28) 
④ 原則として情報量に応じた合理的な料金休系を確立できる。」
(3) INSへの道のり―-3つのステップ
非電話系サービスの DDX網，ファクシミリ通信網などの全国的拡大とと
(25) 前掲「INS」pp.15~16
INS問題研究会「通信新時代⑥デジクル化統合」（日経59.5.20)
(26) 前掲「INS」pp.42~45
(27) 前掲 INS問題研究会
(28) 前掲「INS」pp.16~17
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MIS, OAとニューメディア(I)（中辻） (543)105 
もに並行して電話網も積極的にディジタル化を計画，その後個々のディジタ
Jレ網を統合して全国的な INSとして完成させていく。 その間アナログ設備
の更新，増設は行なわずディジタル設備に切り替えていく方針であり，完成
(29) 
は15年ないし20年先と考えられる。完成までのステップは次のように示され
(30) 
る（図3)。
「第1ステップ（昭和50年代）この時期は非電話系サービスの要望にこた
えるため，まず独立したディジタル・データ交換網とファクシミリ通信網を
拡大していく。」
「一方，電話網をディジタル化するためアナログ交換機に替えてディジタ
ル交換機を導入していく。」
「ディジタル交換機と並んで INS形成に欠かせないのは光ファイバーケ
ープル。ディジタルの“骨格伝送器”として札幌と福岡を結ぶ日本縦貫）レー
トを59年度までにつくる。また無線伝送路については56年度からマイクロ波
ディジタル無線方式の導入を開始した。
第ニステップ（昭和60年代） INSサービスを大都市から中小都市へ順次
拡大していくのがこの時期。 57年度から 61年度まで足かけ 5年間にわたっ
て，武蔵野・三鷹地区でモデルシステムの実験を行ない， 60年の春には茨木
県の築波研究学園都市で開かれる国際科学技術博覧会（科学万博）で実用化
レベルのサービスを行う。
その後全国主要都市へ拡大していくが， 61年度には東京，大阪，福岡など
の大都市， 62年度には県庁所在地級の都市にサービス地域を広げる。さらに
70年度ごろまでには，おおむねすべての地域で INSを希望すればサービス
を受けられるようなスケジュールを立てている。
第三ステップ（昭和70年代）電話網のディジタル化が進み，データ網，フ
ァクシミリ網との統合が図られ， 最終的にひとつのディジタル網に統合さ
(29) 前掲「INS」p.17
(30) 「始動する高度情報列島1984」（ニューメディア・ピジネス読本， 日刊工業新
聞社） p.71 
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(31) 
れ，全国的な広がりで INSが完成する。」
(4) INS社会はどう進展していくか
INS社会のニューサービスによる種々の変化，産業社会に致える諸影響，
オフィス，さらに地域社会，家庭における変化を検討することが，われわれ
の重要な課題であるが，さらに LAN,VAN等のニューメディアの側面，
それらとの関連を知った上で取りあげるべきだと考えるので，別の機会に譲
りここでは取り扱わない。
N LAN (Local Area Network) 
(1) LAN（構内情報通信システム）
LAN（ローカル・エリア・ネットワーク）はグローバル・ネットワーク
が広大な地域をカバーするのに対し，物理的には比較的狭い地域（数km以
(32). 
内）の通信網であり，スター型， Jレープ型，パス型（図4)などのネットワ
「--------------Poili.t-to-Puinl-----・----------1,---・-Broad oasliny-------1 
j I I I '*o~食］ニI 
スター ループ トリー コンプリート I9ス リング
図4 トボロジー（形態）からみた LANの分類
ーク形状の撚り対線 (twisted-paircable)・同軸ケープル (cable)・光ケー
プル (fibercable)などの伝送媒体，それに接続するノード (node)から構
成されている極めて高速な通信手段であり，法的制約を受けない私的通信網
(31) 前掲「INS」pp.16~17
(32) 国井利泰稿「ローカルエリア・ネットワーク (LAN)とは？」（「事務と経営」
1983年8月， Vol.35, No. 437) p.10 
(33) 
である。
MIS, OAとニューメディアCI)（中辻）
(2) LANの必要性
(545)107 
前に OAのニーズとして述べたように， 従来のホスト・コンピュークと
端末とを結んだネットワークに吸収されなかったものの間隙を埋めるものと
しての各部署における OA機器が， 自分の所に適した単なるスクンドアロ
ン型として使用されていた段階から，それらの事業所に分散されている各機
器を通信回路による有機的結合をもたらすネットワーク化の方向に発展させ
ようとする考えがでてくる。
OAにおける合理化対象で最も期待されるのは， 文書・資料の作成，伝
達，保管，蓄積，検索であり，各種の OA機器を通信回路で結合して，社
内のデークベース検索，電子メールの実現に向うことが有効であると予測さ
れ0(:4)．
企業内の大勢の人々が互に意思を通わせながら協力して仕事を進めるため
の手段としての「話し言葉」， それを固定化して表現した「文章」の紙の洪
水を排除するためにも，それらを電子ネットワークの上にのせることによっ
(35) 
て企業活動の効率化を図ることが考えられる。
しかも「米国の調査ではオフィスにおける通信の内60％が同一オフィス内
通信であり， 22彩が50マイル以内， 10彩が500マイル以内，残りの8彩が500
マイル以上の遠距離通信であり，又60％の同一事業所内通信に対して， 25彩
(36) 
が同一企業内通信で， 企業外との通信は単に15彩と発表されている。」それ
故，同一事業所内を対象に人間と人間，人間と OA機器， さらに機器相互
(33) 国井利泰編著「LANのすべて」（昭．59．日本経営出版会）
辻田忠弘稿「OfficeAutomation System構築のための LocalArea Network 
Systemについての一考察」 (Konan,Sciece No. 29, Art.189) 
(34) 武田幸男稿口ANー 高度情報通信との連繋」（「先進企業のニュービジネス戦
略」日刊工業新聞社） pp.112~115
広田憲一郎稿前掲論文 p.12
(35) 「IBMューザー・シンボジュウム・パネル討論会」 (IBMUSERS 1984-8) 
(36) 辻田忠弘稿前掲論文
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社会レベル ?
電子メー ル・
システム
電子ファイル・
システム
ゲートウエイ
（コミュニケー ション・サー バ）
文書管理システム
電子会議システム
その他
部門（部・課）レベル
プリント・サーバ
ファイル・サーバ
゜個人レベ）：
(37) 
図5 LAN 
間の通信のために，オペレーショナル・レベルの情報処理システム（場合に
よれば生産管理に関する情報処理をも含めて）として，従来の手作業，通信
(38) 
機能に取って変わる可能性を LANは持つものである。
その他に医事システムと検休検査システムを統合した病院管理システム，
(37) 花岡菖著前掲著書 p.10
(38) 黒川順二稿「LANの構造は対象ごとにアプローチを」（コンピュータ＆ネット
ワーク 昭59.6)
雑賀 健他稿「LANと生産管理」（オフィスオートメーション Vol.5, No. 2) 
室井 勉他稿「LANによる生産管理情報システム」（同上）
MIS, OAとニュー メディア（I)（中辻） (547)109 
POSを使った売場システムと顧客管理を組み合わせた総合百貨店管理シス
(39) 
テムも考えられる。
将来は他のローカルエリア・ネットワークやグローパル・ネットワークと
(40) 
結合される可能性は十分考えられる。
現在のところこの新しい分野への期待は大きいが，実用化された例はまだ
極めて少なく，電気メーカーが自己企業内におけるものとして実施するのが
(41) 
見られる。
V VAN (Value Added Network) 
(l) VAN（付加価値通信網）
]I章(8)節で説明したように，昭和57年の改正公衆電気通信法（第二次通信
回線の開放）で， 中小企業を対象とした VANが認められ， 全面的ではな
いにしても，電電公社や国際電電株式会社以外に民間企業が通信サービス事
業に進出することが可能となった。その後1年半を経過して，このサービス
(42) 
を提供する企業数は20を超え，制度は着実に定着してきている。
花岡 菖氏（三菱電機）は VANを次のように定義される。
「公衆電気通信事業者（たとえば日本の電電公社）から通信回線を借りて
コンピュークと接続し，通信処理のネットワーク・サービスを提供すること
である。別の言葉でいえば，借用した通信回線の上に何らかの付加価値をつ
(39) 国井利泰絹著前掲著書
(40) 辻田忠弘稿前掲論文
(41) 島根秀年稿「OA化モデJレオフィスー一日本電気我孫子事業所一ー」（オフィ
スオートメーション Vol.4, No. 3) 
探訪記「日立製作所新本社ピルJ（同上 Vol.5, No. 2) 
探訪記「東芝」（同上 Vol.5, No. 3) 
「LANとOA構築」（「事務と経営」 1983年8月号 Vol.35, No. 437) 
なお， OA学会関西部会では，昭和59年7月三菱電機のローカルエリア・ネッ
トワー ク (MELNET)の見学を行なった。
(42) 郵政省・データ通信課「通信新時代⑱中小企業 VAN」（日経59.5.31)
110(548) 第 29 巻
? ?
号
けて利用者に再び販売することである。その際，異ったコンピューク相互の
接続や様式の進う種々のデークを相互にやりとりすることも可能にするの
(43) 
で，一種の高度通信サービスともいえる。」
小 規 模 大規 校 特 徴
、 ? ? ?
???
（?
龍話機△ △（加入者）
1台の交換機と10人の
加入者
1台の交換機と100人の
加入者
惜報処理
（サT-s&）
已理〗
1台のコンビュー クと
100人のユー ザ
?????．???? ? ．????
?
??．????．?????? ? ?? ．??
卸売業者
VAN 
(l)VANの規
スー パー l 模が大きく
なると．こ
のVANに
加入しない
と事実上仕
平ができな
くなる．
(2)VANの効
果も大きい
が．その影堀
も大きいの
で遥用に注
慈を要する．
(45) 
図6 通信・情報処理 •VAN の比較
出所：市瀬達夫著「VAN（付加価値通信）とは」はぐるま， 1983.7, 日刊工業
新関社より引用
(43) 
(44) 
(45) 
花岡菖著前掲「VAN」p.1
広田憲一郎稿前掲論文 p.12
花岡菖著前掲著書 p.16
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通信回線を借りて使用できるとしても，技術的に，機械のデーク通信の場
合，電話と遮って回線がつながったのみでは通信は成立せず，機械相互間の
約束事一ープロトコル（通信規約）， さらに伝票のフォーマットや商品コー
(44) 
ドの一致しないものを変換して連絡する必要がある。
たとえば複数の大手スーパーがそれぞれ異った卸店と取引があり，注文連
絡の方法，注文の様式，伝票の様式，商品コードの規定，決済の方法，さま
ざまな取引のやり方がややこしく入り組んで，非常に複雑なネットワークが
できている。このネットワークの真ん中に計算センクーを置き，それぞれの
スーパーと卸店との間を通信回線や公衆回線などを使ってセンクーとつなぐ
と，一応相当の交通整理ができる。しかし各スーパー，各卸店が利用してい
るコンピュークのメーカー，機種が異なる場合，異なった機械対機械の問の
通信は，簡単にはできない。そこで真ん中の計算センクーがそれぞれの遮っ
たコンピューク間の言葉の翻訳から，異った伝票様式，異った商品コード，
(46) 
得意先コード等の翻訳まで，全部の翻訳の世話をする役割をもたす。こうい
う役目の果すのが VANの重要な機であり， 「VANとは同時通訳付きの電
話網のようなもので，異なる言語をしゃべるコンピューク間の通信を媒介す
(47) 
ることができる」といわれる。
(.2) VANの基本機能
VANの基本機能のうち中心にあるのは通信機能であり，一般にパケット
＊ 
交換方式（図2)と呼ばれる通信方式で提供されることが多い。 VANの最
も基本的な付加価値は，異なった端末からの情報をパケット（小包）単価に
多重し，通信の効率を上げることである。
＊「パケット交換の場合，デーク通信料は伝送する距離にはあまり関係がなく，送
ったパケットの数（つまり伝送した情報量）に比例する。したがって長距離のデーク
(46) 北澤博稿「付加価値通信網 (VAN)をめぐる動向と将来展望」 (IBMUSERS 
1983. 12) p. 16 
鈴木秀郎稿「過熱する VAN サービス事業化戦戦」（「先進企業の•ニュービジ
ネス戦略」日刊工業新聞社） p.11
(47) 青井浩也著前掲著書 p.11
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通信には料金の面で得策な方式である。つまり，回線をコンピュータや端末に接続し
ている時間と料金との間にはあまり大きな関係はなく，あくまで伝送した情報量に，
ほぽ比例した料金体系になっている。たとえ，端末からゆっくり打鍵してデータを送
っても，速く打鍵しても送る情報量が同じであれば同じ料金になる。これがパケット
交換の第一の特徴である。
第二の特徴は，多種多様なコンビュータや端末の間の回線の接続が可能になる点に
ある。データを処理する速度の異なったコンピュータ間の通信が可能となるので，コ
(48) 
ンピュータ・ネットワークが組みやすくなるという利点がある。」
(49) 
次に通信処理機能の代表的なものを図ー7, 8に示す。
「蓄積交換とは，電文を相手の端末やコンピュータに直接出力する代りに，ネット
ヮークの内部にあるコンピュータのメー）レポックスにいったん蓄積し，受信者がほし
い前にそれを取り出す通信方式である。同報通信とは，同じ電文を複数の相手に伝え
るものである。スビード変換とは，ネットワークの内部で通信スピードを変換し，ス
ピードの異なる端末間の通信を可能にするものである。この場合，一対一の場合と図
のように一対Nの場合がある。メディア交換は異なった種類の端末間の信号の変換で
ある。たとえば，電話の音声で入力したデータを，アルファペットのコードに変換し
たり，ホストコンピュータから発信した文字コードを画像信号に変換してファクシミ
リに出力することができる。
コンピュータや端末がデータを伝送する場合には，プロトコルと呼ばれる通信手順
上の約束に従って行われる。プロトコルとは人間の世界でいえば，言語とか挨拶の方
式に相当するもので，これが異なると通信できなくなる。実際には，プロトコルは，
コンピュークのメーカーごとに異なっており，異機種間の通信はきわめて困難なのが
硯状である。 VANの最も重要な機能は，プロトコルの異なるコンピュータ間の通信
にあたってプロトコルを変換することである。これは人間の世界でいえば同時通訳(1)
ようなもので，これによって異なった言語を話すコンピューク間の通信を実現するの
である。
コンピュータのデークの並び順や文字数などの約束は，フォーマットと呼ばれる。
日付を西暦で書くか昭和年代で書くか，宛名を先にするか，品名を先にするかなどに
(48) 花岡菖著前掲著書 p.45
(49) 青井浩也著前掲著書 p.16,p.17 
114(552) 第 29巻第 5 号
関する約束である。これはコンビュークの応用プログラムの書き方によってどうにで
もなることであるが，いったんプログラムが書かれてしまうとその約束に従わなけれ
ば，どのような重要な情報も意味をなさない。発信側と受信側のデーク・フォーマッ
(50) 
トが異なる場合には， VANがそれを変換することができる。」
その他に広義の VANには第三の機能として情報処理機能をふくめる。給与計算
や在庫管理などの応用処理のために演算や情報の検索を行なうもので，わが国ではこ
(51) 
の機能が VANサービスとともに提供されることになる。
VANを技術的に見ると，基本通信部分，通信処理部分，情報処理部分の
3つの構成要素から出来ている。基本通信部分は基本伝送路と統合ディジク
ル・ネットワークより構成され，送信側と受信側の間に情報の加工なしにそ
のままの形で送る秀明度の高い部分である。通信処理部分は意味ある交信を
可能にするため上記のごとき種々の機能をつかさどるインテリジェント（知
的）な部分である。またこの部分は次の情報処理部分と遮って共通化が可能
である。それが金融情報であろうと流通情報であろうと共通の機能で行なわ
れうる。共通化により大容量化し，スケールメリットの経済性が期待できる
(52) 
部分でもある。情報処理部分は個々の事例により異なる特色の出る部分であ
るが，将来 VANがどのような方向に発展するか， 経済性を左右する部分
(53) 
として一番注目すべきものであると考えられる。
(54) 
(8) 新しい通債制度と VAN
電気通信事業法案およぴ日本電信電話株式会社法案が次期通常国会の冒頭
に優先審膜され予定通り成立すれば，昭和60年4月1日から第三次の通信回
(50) 青井浩也著同上 pp.15~18
(51) 同上 pp.18~19
(52) VAN問題研究会「通信新時代⑰自由競争の原則」（日経59.6.7)
(53) 「実践 VAN」(「注目企業の VAN戦略」日刊工業新聞社）
(54) 青井浩也著前掲著書 pp.27~32
＊ 法案の全文については「日経コンピーク， 1984.7.9号」および電気通信問題
研究会編「電気通信新法55のボイント」（昭．59.エム・アイ・エー）に掲載され
ている。なおそれに関する法律的問題については「ジュリスト， 1984年9月増刊
号」および同上「新法55のポイント」参照のこと。
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線の開放， 自由化が行なわれる。
(55) 
この制度は図9に示されるように，電気通信事業全体を回線設備を持つ第
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図9 新制度による通信事業区分
一種電気通信事業と，回線設備を自営では持たない第二種電気通信事業とに
分類している。第二種はさらに，特別第二種と一般第二種とに分けられる。
特別第二種とは，不特定かつ多数を対象とする電気通信事業もしくは，国際
間の電気通信を行なう事業をいう。それ以外の第二種は，一般第二種電気通．
信事業と呼ばれる。
第一種電気通信事業を営もうとするものは，郵政大臣の許可を得なければ
ならない。また，外資比率の三分の一以上の企業はこの種の事業を行なうこ
とができない。特別第二種電気通信事業については郵政大臣に登録を，一般
第二種の場合には，届出をしなければならない。第二種については外資に関
する制限はない。
従来の電電公社は，日本電信電話株式会社と呼ばれる特殊会社となる。そ
の全発行株式の三分の一以上は政府によって保有され，日本航空と類似の性
(55) 同上 p.29
116(554) 第 29巻第 5 号
格をもった会社である。
この制度の第一の特徴は，電気通信事業のすべての分野に民間企業が参入
することを認めた点である。後記するように電電株式会社以外にも回線設備
を持った会社，いわゆる第二電電が硯われると予測される。
また， VANは第二次開放では中小企業のための特定グループに対するサ
ービスに限定されていたが，新しい改正案ではこれらの制限が取り除かれ，
大規模で不特定多数を対象とするものも特別第二種として謡められる。
新制度の第二の特徴は，基本的分類として電気通信事業を回線設備を持つ
事業と，自営では回線設備を持たないものの事業とに分けた点である。しか
も回線設備を持たないものにも，回線設備を持つものと同様のサービスの提
供を認めている。
第二の特徴は，第二種電気通信事業を無条件に外資や外国政府にまで開放
したことである。これは国際通商の自由化と関連がある。
(4) わが国における VANの動向
昭和57年の第二次開放のあとインテック，富士通エフ・アイ・ピー，ヤマ
ト・システム開発， 日本情報サービスの4社が VAN事業の届け出をしたあ
と，しばらくは動きが少なかった。 しかし昭和58年5月に郵政省が「VAN
利用者の半数以上が中小企業であれば，大企業が含まれていてもよい」とい
(56) 
う解釈を示して，届出数は増加し始めた。
今回の第三次開放にあたっては，通信回線を第三者に提供する第一種電気
通信事業（通称第二電電）を目指して官民入り乱れての参入合戦が繰り広げ
られようとしている。
真っ先に動き出したのは，京セラを中心にウシオ電機，セコム，ソニー，
三菱商事を加えたグループである。このほか，日本道路公団， 日本国有鉄道
が通信回路の提供や VAN事業への進出する意思表示を行ない， 電力会社
(56) 青井浩也著同上 p.128, pp. 192~ 195 
花岡菖著前掲著書 pp.71~74 
前掲「実践 VAN」pp.142~144
MIS, QAとニューメディア(I)（中辻）
(57) 
も強い関心を示している。
(555)117 
わが国の将来の VANがどのように発展するか， いまの段階で予想する
ことは困難ではあるが，現時点で関係者の意見として強いのは，特定業界の
ための業務を処理する専用業務ネットワーク・サービス（特化 VAN)が一
番広く普及し，第一種電気通信事業者（新電電株， 第二電電など）の INS,
大規模 VANの下に， いくつもの特化 VANが並ぶようになるだろうとい
う予想である。特化 VANのうちでも物流・倉庫業界，証券・銀行業界，
さらに流通業界のものが先頭を切る傾向が強いということも大方の予想であ
る竺
それぞれの実態およぴ将来の傾向，それによる諸々の問題点，影善等につ
いては，われわれの検討すべき重要な課題ではあるが，別の機会に検討する
こととして，ここでは取り扱はない。
(5) INS, VAN, LANの関係
INSと VANとの関係を絵にたとえてみると，「多くの画家（第二種電気
通信事業者）の手で真っ白な画面（基本伝送路と基本通信サービス）にデッ
サンされ（パケット通信や軽微な通信機能）， さらに彩色が施されて（通信
処理や情報処理機能） INSという一枚の絵が完成されていく。一枚の絵は
部分部分をみれば出来上がりの早いところもあれば遅いところもある。部分
の完成が相互に連なって一枚の絵が仕上がっていく。
この完成された部分はコンピュータ通信が可能な領域であり， VANと呼
(59) 
ぶことができる。」
INSは広範囲の各地域にわたる通信の改善を目標として， 最終的には全
面的ネットワーク， 全国一律のサービスを公平に提供することが必要であ
(57) 「日経コンピュー ク（特集： VANの実像）」（1984.7.9)p.57 
(58) 同上 pp.68~74
なお同誌 pp.85~95に「東京証券取引所1部上場企業を中心にした VANに
関するアンケート調査の結果」が報告されている。
(59) VAN問題研究会「通信新時代⑲ INSとVAN」（日経59.6.9)
118(556) 第 29巻第 5 号
各企業などユー ザー のシステムおよび
情報処理業者，情報提供サ・ー ビス業者
などの利用システム
各種業界ネットワー ク
地城ネットワー ク
特化したネットワー ク
一言工言ー了（バケット交換図）ビデオテックス網lit度ネットワー ク（AIS/Net1,000, IN) 
統一ネットワー ク・------------
アナログ交換網
デジタル交換網
・------銅線， l;]軸ケープル，
光ファイバー ，衛星通紺
マイクロ波---
(60) 
図10 ネットワークの階層構造
る。これは国鉄の在来線が占めてきた役割に対して， 新幹線網， 高速道路
網，航空網の拡充・強化により新しい役割による補充または取替えが考えら
れる様子にたとえられよう。
VANは組織間通信の接続・結合範囲の拡大・強化を目標とし，全国ネッ
トに対する部分ネットである。これは INSが全国的幹線であるのに対し，
民間ローカル交通網にあたり，その強化・充実のためには，個々のシステム
間の接続ニーズに応じたきめの細かなサービスの提供，市場原理の導入，民
間の創意工夫を生かしていくことが必要である。
LANは全国グローバル・ネットワーク，民間ローカル・ネットワークに
対する組織（企業，事業所）内の純然たる私的ネットワークである。 VAN
を都市間に発達した民間交通網（私鉄網）とすれば， LANは都市内交通網
(60) 前掲「先進企業のニュー ビジネス戦略」（日刊工業新聞社） p.27, p.175 
前掲「実践 VAN」（同上） p.19
MIS, OAとニューメディアCI)（中辻） (557)119 
である古くは市内電車，新しくは地下鉄，モノレール，シティ・ライナーに
あたるものと考えられよう。
それぞれが独自の役割を担うものとして必要である。それらのネットワー
クの階層構造は図10のように示される。
V ニューメディア (NewMedia) 
(1) ニューメディアの意義と範囲
ニューメディアは NewCommunication Media, New Communication 
Service, New Technology, New Information Serviceなどと呼ばれる
こともある。
放送，新聞，出版，電話，電報，レコード，テープなどのオールド・メデ
ィアに対して総称されるが，通産大臣の諮問機関である産業構造審議会情報
産業部会（部会長稲葉秀三氏）の中間答申の中のニューメディア小委員会の
答申で，「『ニューメディア』とは『メディア』の4つの部門（情報の収集・
作成，情報の処理・加工，情報の伝達，情報の利用）のうちの1つあるいは
複数の部門に革新的な変化がもたらされるメディアということができる。ニ
ューメディアを考える上では，情報の伝送部門にのみ限定してとらえるので
はなく， 4つの部門が一休となった 1つのシステムとしてこれをとらえるこ
(61) 
とが必要である。」（図ー11参照）と述べている点は注目すべきである。
このうち主として一対一の情報の伝達が行なわれる交換系としての ISDN
(INS), VAN, LANについて述べてきたが， 一対多数の放送系に主し
て属すると考えられるニュー（マス）メディアが残っている。 （図12,13, 
(62) 
表2)。
それらについて以下に簡単に紹介するが，ただし企業活動により大きな影
善を与えるのは， VANを中心とする前者の出現であると考える。
(61) 「情報産業部会中間答申」（日経コンピュータ 1984.2.20) p.190 
(62) 前掲「ニューメディア・ピジネス読本」 p.42
花岡菖著前掲著書 p.32,33
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し 公衆電気通信サーピス ，1 
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電気通信の範囲 ＇ 
図12 情報通信ネットワーク形成時の電気通信の範囲
日本デーク通信協会「情報通信ネットワークに関する報告書」 (78.12)
(559)121 
?
?
VAN 
?
図13 情報通信メディア立体モデルの中での VANの位置づけ
出所：日経58.10.4郵政省富田徹郎氏の記事より一部変更して引用
① CA TV (Community Antenna Televisionまたは CableTelevision; 
有線テレビ放送）
日本の CATVは昭和30年に群馬県の伊香保温泉で， NHKの辺地共聴と
してできたのが最初のケースである。
そのつぎに出てきたのが，区域外再送信で，民放の少ない県で，近隣の県
から信号をもらって同時に再送信するもので，民放のモアチャンネル対策と
122(560) 第
表2
29 巻 第
?
号
情報メディアの分類
伝 送
?
?
送
?
一次
（自らの施設）
二次
（他の施設）
提供業
交換系放送系交換系
電電公社の行う情
報提供業 直接放送衛星 CATV用に番
（政策的にあ） CATV INS 組を供給する通
り得ない 信衛星
キャプテン 鍛三者が行う VAN CATVを利用
プレテキスト するペイテレビ
郵政省富田徹郎氏の解説記事より引用
して CATVを建設するというクイプである。
三番目に出てきたのが，いわゆる都市受信障害対策で， 40年頃から都市の
高層ビルによって生ずる電波障害の対策として CATVを建設するクイプ
現在ではこのクイプが非常に多くなっており，
(63) 
CATV施設のなかでいちばん多くなっている。
である。 数としては最近の
将来は，光ファイバー'•ケープルを用いた「多チャンネル」とより高度な
双方向性機能を有する都市型有料テレビ放送へ発展すると期待されている。
(64) 
トフラーの「第三の波」にも紹介された受信端末側からも映像現在， A. 
が送られる完全双方向 CATVの実験 (Hi-OVIS:Highly Interactive Op-
tical Visual Information System)が，
これはいまは実験で無料であるが，
は相当の値段となると考えられる。既存のテレビに対抗できるだけの番組供
給体制が整えられるか，どの程度の受信料であれば，またそれはどのような
奈良県東生駒で行なわれている。
コスト計算して有料価格を出せば現状で
松平恒編著「CATV」（昭．58．日刊工業新聞社） pp.39~40
井上 宏，多喜弘次共著「ニューメディア研究」（昭．59.世界思想社）
林 紘一郎著「インフォミュニケーションの時代」（昭．59.中央公論社）
(64) A. Toffler, The Third Wave, 1980. (William Morrow)， 徳山二郎他訳
「第三の波」（昭．55.日本放送出版協会） pp.234~235
(63) 
MIS, OAとニューメディア(I)（中辻） (561)123 
番組に対して視聴者が納得して加入して支払うか，自主放送で本当にどれだ
(65) 
け採算がとれるか等問題点は少なくないと考えられる。
③ビデオテックス (Videotex)
ビデオテックスとは，アダプタにより既存の電話回線と家庭用のテレビ受
像機を結ぶことにより，あらかじめコンピュータ・センターに蓄積された文
字および図形情報を検索できるようにしたシステムのことである。
これを世界で最初 (1976年）に開発したのは英国であり，わが国では，郵
政省と電電公社が1979年から CAPTAIN(Character And Patt~rn Tele-
phone Access Information Network:文字図形情報ネットワーク）として
実験を開始した。
従来の送り手主体のマスメディアに対して，情報の受け手が情報の選択権
をもち，必要な時に必要な情報を即座に入手できるなどの特徴をもっている
ので，各種の情報検索サービス，エレクトロニック・バンキング，ホーム・
(66) 
ショッピング，各種の予約サービスなどを提供することができる。
消費者（利用者）の立場からして，安価な（あるいは無料の）メディアが
氾濫している世の中で，有料の情報提供サービスを求めることになるのか，
エレクトロニック・バンキングについて企業（ファーム・バンキング）は別
として，家庭（ホーム・バンキング）の必要性が生ずるか，ホーム・ショッ
ピングに主婦が関心を示すようになるだろうか等を考えると， 本当に，ぃ
つ，どんな具合に必要かどうかわからない。ビジネスの立場からすれば，こ
のような状況ではたしてどの程度の採算性が生ずるかを予測することは困難
である。
(65) 前掲「ニューメディア・ビジネス読本」 pp.51~56
日経産業新聞編「ニューメディア時代」（昭．58．日本経済新聞社） pp.12~31
(66) 前掲「ニューメディア・ビジネス読本」 pp.47~50
前掲「中間答申」 p.192
前掲「ニューメディア時代」 pp.32~50
大橋隆司，大沢幸子共著「入門キャプテンシステム」（昭．59.明日香出版社）
124(562) 第 29巻第 5 号
このような予測に対して，それは「帰ってくる保証がないのに往復割引の
乗車券を買うようなもので，さりとて往復券の必要でないときだけ使うとた
いへん高い手数料になるし，必要なときに無いと不便という代物」と表現さ
れる：7)
⑧テレテキスト（Teletext)
テレテキスト（文字放送または文字多重放送）とは，文字や図形信号を通
常のテレビ電波のすき間を利用して，多重化して送るものと，テレビ 1チャ
ンネルをすべて利用し，大量の文字，図形を送るものがある。
わが国では，現在， NHKで聴力障害者向けの字幕サービスを開始してい
る。
主にニュース，天気予報，株価情報，金利動向，番組案内，ショッピング
情報，旅行案内情報，また本放送を補う補完番組等をテレビ受像機にアダプ
クをつけるだけで， 容易に受信することができるようになる可能性がある
が，電話回線を使った双方向性のあるビデオテックスや都市型 CATVの競
(68) 
合性が考えられる。
④通信衛星，放送，パッケージ系のニューメディア
長距離通信の中継局として機能する通信衛星 (CS:Communication Sa-
telite)，宇宙に浮かぶテレビ塔である直接放送衛星 (DBS:Direct Broad-
(67) 安孫子 鵬，伊藤哲郎稿「ニューメディア辞典」（前掲「ニューメディア・ビ
ジネス読本」） p.187
(68) ニューメディア研究会「通侶新時代⑬テレビ多種放送」（日経59.6.15)
前掲「ニューメディア時代」 pp.51~65
前掲「中間答申」 p.193
前掲「ニューメディア・ビジネス読本」 pp.44~46
(69) ニューメディア研究会「通信新時代⑪放送とニューメディア」（日経59.5.13)
同上「⑫第二世代放送衛星」（日経59.5.14)
前掲「中間答申」 pp.193~194
詳細については前掲「ニューメディア・ビジネス読本」 pp.57~68, および前
掲「ニューメディア時代」 pp.97~119参照のこと。
MIS, OAとニューメディア(I)（中辻） (563)125 
casting Satellite)がすでに実施段階にはいった。ニューメディアのための
(69) 
新通信幹線としての役割は重要である。
パッケージ系のニューメディアとして，ビデオディスク，デジクル・オー
ディオ・ディスク，さらに光カード，•IC メモリー・カードが，従来の書籍，
新聞， 雑誌， レコード， 映画フィルム， VTR等とともに活用されるだろ
界
（つづく）
(70) 前掲「中間答申」 pp.195~196
